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Frequency of Absence due to Illness among Nursery Children
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Purpose: In Japan, although much effort has been made to promote the work-life balance of women and to
achieve a society with prosperity and vitality, consideration of working environment including childcare support
is still behind. It is necessary to construct an effective system to support childcare for both men and women. This
study aimed to examine the system of sick child leave and improvement of childcare environment, by investigat-
ing the situation of absence due to illness among nursery children in Tokyo.

Methods: All the children who attended three nurseries in Tokyo between April 2011 and March 2016 were
studied. The investigation was conducted for 4 days during August 2016. Data for age, sex and days of absence
due to illness were extracted from either the attendance lists or health records of the children in each nursery for
the period of 2011-2015. Children who were absent for the whole month were excluded from analysis for that
month. This study was approved by the Tokyo Women’s Medical University Ethics Committee (Approval Num-
ber 4040).

Results: A total of 1,834 children (989 boys and 845 girls) were studied. The average annual number of days
of absence due to illness per person by class was 19.3 days in the 0-year-old class. The number decreased with
age, and was 5.4 days in the 5-year-old class. The average frequency of sick absence per month was the highest in
July and the lowest in June.

Conclusion: The present study showed that sick absence was the highest among the 0-year-old nursery chil-
dren, indicating that a fine-tuned childcare support system such as allowing more sick child leave in the first year
may be helpful to improve working environment.
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Table　1　Demographic characteristics of the 
subjects.

Nursery A Nursery B Nursery C Total

0-year-old
boys 9.8 8.0 4.8 22.6
girls 8.6 5.0 4.0 17.6
1-year-old
boys 12.6 11.4 7.2 31.2
girls 11.6 7.8 6.0 25.4
2-year-old
boys 11.4 12.6 8.4 32.4
girls 13.0 8.4 8.2 29.6
3-year-old
boys 13.8 12.2 11.0 37.0
girls 14.2 9.6 8.0 31.8
4-year-old
boys 13.0 12.0 12.0 37.0
girls 15.2 10.0 7.2 32.4
5-year-old
boys 13.8 12.0 11.8 37.6
girls 14.2 10.0 8.0 32.2

Total
boys 74.4 68.2 55.2 197.8
girls 76.8 50.8 41.4 169.0

緒 言
1985 年の男女雇用機会均等法施行から 30 年以上

が経過し，その間の法改正で女性労働者の母性保護
の充実が図られ，1991 年の育児介護休業法の施行や
その後の法改正により育児に対する支援策が構築さ
れている．しかし，昨今の景気の低迷により女性の
非正規雇用の割合が増え，非正規女性労働者に対す
る母性保護・育児支援などの環境整備は遅れてお
り，依然日本の女性労働力率は M 字カーブを描いた
ままの状況が続いている１）．そのような中で合計特殊
出生率は下げ止まり，我が国の人口が減少に転じた
ことから，男女が共に就労する中で安心して子育て
ができる効果的な環境整備が求められている．そこ
で，野原らは 2010 年に一般保育園において園児の病
気欠席の実態と保護者や保育園の対応を調査した２）．
その結果，0 歳児クラスの年間の 1 人当たりの病欠
日数は 24 日であったが，1 歳児クラスでは 12 日と
半減しており，2 歳児以降ではさらにその日数は減
少していたこと，また，病欠の際は母親または父親
が仕事を休んで看病することが最も多く，次いで祖
父母が看病していることを明らかにした．一方保育
園全体でみると，毎日保育園内で発熱など体調不良
となる園児がおり，保育園で体調不良になった児を
一定時間保育園で看護する際の人員や部屋が不足し
ている現状を示した．この結果から，保育園に入園
させた労働者の 1 年目の看護休暇を手厚くすること
によって，子どもが病気の時の看護に対する不安を
減少させ，就労継続を図ることと，保育園での看護
体制を強化することの必要性を提言した．しかし，
野原らの調査は 1 つの保育園での 1 年間のみの調査
であり，一般化するには限界があったため，さらな
る調査が必要と考えられた．そこで，本研究では，
都内の保育園での欠席の実態を調査し，子どもの年
齢（入園からの期間）に応じた保護者の看護休暇の
在り方や子育て環境整備について検討することを目
的とした．

対象および方法
本調査対象は 2011 年 4 月から 2016 年 3 月までの

間に都内某社会福祉法人の運営する保育園のうち，
法人の園長会議において選定された都内の住宅地，
下町，郊外の 3 保育園に在籍した園児とした．調査
は 2016 年 8 月 1 日から 31 日のうち 4 日間で，各保
育園において，2011 年度から 2015 年度の出席簿ま
たは保健記録から対象者の年齢，性別，病欠日数の
データを入手した．ただし，様々な理由により調査

期間中の 1 か月間を連続してすべて欠席した園児
は，該当月の対象者からは除いた．

倫理的配慮
本研究は東京女子医科大学倫理委員会の承認を得

て行った（承認番号 4040）．調査にあたっては対象保
育園を運営する社会福祉法人と覚書を交わし，調査
協力の承認を得たうえで実施した．また調査により
得られたデータを取扱う際は，被験者の秘密保護に
十分配慮し，特定の個人を識別することができない
よう，連結不可能匿名化したデータとして収集した．
本調査では，被験者となることを拒否できる旨を含
めて，倫理委員会で承認の得られた文書を対象保育
園を運営する法人のホームページへの掲載および対
象保育園内での掲示により，情報公開を行った．な
お，情報公開を見て「情報の利用は了解できない」と
申し出てきた対象者へは個人情報が含まれない旨を
丁寧に説明するが，それでも了解が得られない場合
は，その方が利用されていた施設のデータすべてを
使用しないこととした．

結 果
3 つの保育園の 5 年間ののべ在籍園児数は 1,834

名（男児 989 名，女児 845 名）であった．Table 1
に各保育園の調査期間中の在園児のクラス別男女別
平均人数を示した．年度途中での入園や退園があっ
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Fig.　1　Average annual numbers of days of absence due to illness per person by class

0-year-old class 1-year-old class 2-year-old class 3-year-old class 4-year-old class 5-year-old class

Fig.　2　Average monthly numbers of days of absence due to illness per person

たため，在園人数は 1 年間の平均で示した．すべて
の保育園の 0 歳児クラスから 5 歳児クラスに男女の
園児が在籍していた．

次に，園児 1 人当たりのクラス別の年間病欠日数
を Fig. 1 に示した．0 歳児の病欠日数が最も多く平
均で 19.3 日であった．年齢が上がるにつれ平均日数
が減少し 5 歳児クラスでは 5.4 日となっていた．

Fig. 2 に園児 1 人当たりの月別の病欠日数を示し
た．7 月が最も多く 1.1 日，6 月が最も少なく 0.7 日で
あった．

最後に園児 1 人当たりのクラス別月別病欠日数を
Fig. 3 に示した．0 歳児では 7 月と 12 月の欠席が多

く，1 歳では 7 月が多かった．3 歳以降では全体に日
数も少なく月別の変動も小さかった．

考 察
本調査では 3 つの保育園の過去 5 年間を調査する

ことにより，のべ 1,800 名以上のデータを収集する
ことができた．野原らが 2009 年度に実施した病欠調
査２）は 1 保育園の約 180 名を対象とした単年の調査
であり，『医中誌 Web』の文献検索の結果，ほかに保
育園児の欠席日数に関する調査は，新谷らの 11 保育
園の約 1,300 名を対象とした単年度の報告３）のみで
あった．また，本調査では 5 年間分のデータである
ことから年による変動も調整することができ，充分
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Fig.　3　Average monthly numbers of days of absence due to illness per person by class

0-year-old class 1-year-old class 2-year-old class 3-year-old class 4-year-old class 5-year-old class

有効なデータが収集できたと考えられた．
園児 1 人当たりのクラス別の年間病欠日数では，

0 歳児の病欠日数が最も多く平均で 19.3 日であり，
年齢が上がるにつれ平均日数が減少し 5 歳児クラス
では 5.4 日となっていた．新谷らの報告３）では，0 歳児
が 30.2 日でその後年齢が上がると共に減少し，5 歳
児では 7.8 日となっていた．年間の病欠日数として
は，本調査でやや少ないものの，年齢が上がるにつ
れ減少する傾向は同様であった．

園児 1 人当たりの月別の病欠日数では，7 月が最
も多く 1.1 日，6 月が最も少なく 0.7 日であった．年
度替わりの 4 月ではやや欠席人数が多く，これは環
境の変化による影響が考えられた．その他で欠席日
数が多い月は各種ウイルス感染症の流行時期４）と一
致しており，7 月はアデノウイルスやコクサッキー
ウイルス感染症，12 月は RS，ノロウイルス，ロタウ
イルス感染症，2 月はインフルエンザウイルス感染
症により増加していることが予想された．

園児 1 人当たりのクラス別月別病欠日数では，0
歳児で 7 月と 12 月の欠席が多く，1 歳児は 7 月が多
かった．3 歳以降では全体に日数も少なく月別の変
動も小さかった．新谷らの調査３）でも年少児（0～2
歳）と年長児（3～5 歳）で季節変動が異なっており，
原因は明らかではないが，家族構成や保護者の病気
に関する認識の度合い，保育園の規模等が考えられ
るとしていた．本調査期間では保育園での感染症の
出席停止基準が定められたことから，7 月頃流行す
るウイルス感染症よりも，2 月頃流行するインフル
エンザウイルス感染症において出席停止期間が長い
ため，免疫力の高まった年長児ではインフルエンザ

ウイルス感染症で欠席日数が多くなることが推察さ
れた．一方，免疫力の低い年少児ではどの季節でも
感染症に罹患した場合に一定以上の欠席日数となっ
ていることが推察された．2014 年からは保育園サー
ベイランス５）が開始され，その後全国の市町村で導入
が進められていることから，今後このサーベイラン
スを利用して保育園の欠席の実態を正確に把握する
ことが可能になることが期待される．

子どもの感染症の予防や流行を阻止することは子
どもにとっても保護者にとっても重要と考える．竹
中６）によると，保護者の不安など心理的ストレスが強
くなるリスク要因として，仕事と子育ての両立があ
げられ，子どもの風邪のため，あるいは保護者自身
が子どもの風邪に感染しても仕事を休めないという
状況が保護者のストレス要因となりやすいと述べて
いる．野原らの調査２）でも，保育園に子どもを預けて
いる保護者が育児で問題となったこととして，子ど
もの急病や感染症をあげており，子どもの感染症を
予防することは保護者自身の心理的健康のためにも
重要といえる．今回の調査は欠席日数のみの調査で
あったが，親子とも健やかに保育園生活が送れるよ
う今後は欠席理由も含めた調査を実施し，子どもの
感染症の予防策を検討することが必要と考える．

一方，今回調査した病気による保育園欠席日数の
情報も保護者にとって重要な意味を持つ．現在我が
国では女性活躍推進法のもと，「職業生活と家庭生活
との両立を図るために必要な環境の整備により，職
業生活と家庭生活の円滑かつ継続的な両立を可能に
すること」，「女性の職業生活と家庭生活との両立に
関し，本人の意思が尊重されるべきこと」などを基
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本原則として，女性の職業生活における活躍を推進
し，豊かで活力ある社会の実現を図っている７）．保育
園に子どもを預けて働く女性にとって，子どもが病
気のために保育園を欠席する日数の目安を知ること
は，仕事を続けるうえで有用な情報である．また，
雇用主にとっても，幼い子どもを持つ社員の子の看
護のための休業取得日数の目安が分かることで，仕
事の配分がしやすくなる．平成 26 年度雇用均等基本
調査の事業所調査８）によると，子の看護休暇制度の規
定のある事業所は全体の 56.4 ％であり，子の看護休
暇取得割合は 11.1 ％にとどまっていた．法律では小
学校就学前の子が 1 人であれば年に 5 日まで，2 人
であれば年に 10 日まで看護休暇を取得できること
になっているが，職場内の規定がない，あるいは規
定があっても利用しにくい現状が推測された．前回
調査と同様に本調査結果からも，入園 1 年目で病欠
日数が多いことが明確となったことは，入園 1 年目
についてのみ，子の看護のための休暇日数を増加さ
せるなど，きめ細やかな制度の構築や，安心して制
度を利用できる環境整備に貢献できると考えられ
た．また，2 年目以降に病欠日数が減ることはその後
の就業への安心感を与え，キャリア継続への意欲の
向上に寄与できると考えられた．本調査結果から，
1 年間などある程度期間を絞った柔軟な働き方を可
能とするための職場の支援も，女性が自らの意思を
尊重してキャリア継続するために重要と考えた．

結 論
本研究により園児 1 人当たりの病欠日数は 0 歳児

で一番多いことが示されたことから，保育園に子を
入園させた保護者への復職後 1 年間の看護休暇の拡
充が有効な育児支援につながり，勤務環境改善につ
ながると考えられた．
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